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１ 平成２１年度概算要求

（注）１ 上記のほか、地域再生基盤強化交付金（内閣府計上）がある。
２ さらに上記のほか、森林整備関係予算として農業用水水源地域保全整備事業（農村振興局

計上50億円 、漁場保全関連特定森林整備事業（水産庁計上30億円）がある。）

２０年度予算額 ２１年度要望額 対前年度比

森林整備事業（民有林） 87,830 103,977 118%

森林整備事業 87,472 103,977 119%

森林整備事業調査 110 103 94%

森林環境保全整備 28,996 36,712 127%

森林居住環境整備 26,380 29,321 111%

山のみち地域づくり交付金等 7,000 7,000 100%

後進地域補助率差額 1,826 1,681 92%

美しい森林づくり基盤整備交付金 1,000 1,183 118%

(独)森林総合研究所関係 29,518 34,977 118%

農免林道整備 358 0 0%

災害復旧等 1,800 1,373 76%

事               項



森林整備事業（民有林・公共）の新規・拡充事項

【平成２１年度概算要望額 １０３,９７７ ８７,８３０ 百万円】（ ）

事業のポイント

平成 年度の森林整備事業については 平成 年９月に策定した 森２１ １８、 「

林・林業基本計画」の方向を踏まえ多様で健全な森林整備を計画的に推

進することとし、特に、京都議定書第１約束期間（ 年～ 年）に2008 2012

、「 」おける森林吸収目標 万炭素トンの達成のため 美しい森林づくり１３００

に向け、効果的・効率的な取組を推進します。

、 、具体的には 平成１９年度から２４年度までの６年間で毎年５５万ha

計３３０万haの間伐の実施に向けて必要な予算の確保、地方・個人負担

の軽減を図るとともに、森林吸収目標達成に向けた追加対策が３年目を

迎える中で、新たに、間伐が進みにくい条件不利森林の残存防止・早期

解消に向けた取組みを展開します。

（我が国の森林の現状と課題）

・森林吸収目標達成を図るために間伐実施が必要な330万haのうち、高齢級（10齢級以

上）の森林が約150万ha（45% 。）

・私有林の４分の１を不在村森林所有者が所有（327万ha 。）

・平成17年の木材の自給率が７年ぶりに２割台に回復。

政策目標

① 2007年～2012年の６年間で330万haの間伐を実施し間伐の遅れを解消

② 100年先を見据え、広葉樹林化、長伐期化、針広混交林化等多様な森

林づくりを推進

京都議定書第１約束期間（2008年から2012年）における

森林吸収目標1300万炭素トンの達成

１．間伐等促進法に基づく特定間伐等の推進

（育成林整備事業等の拡充）

間伐等促進法に規定する特定間伐等促進計画に基づき事業を実施する場合

に、１事業主体あたりの面積要件について柔軟な対応をすることとし、間伐

等の森林整備を促進します。

育成林整備事業等 36,376（28,711）百万円の内数、補助率：3/10】【



２．特定間伐等の促進のための路網整備の推進

（森林環境保全整備事業等の拡充）

特定間伐等促進計画に基づき路網整備を実施する場合、森林施業計画に基

、 。づく場合と同様に先行・一括整備を可能とし 特定間伐等の推進を図ります

【森林環境保全整備事業等 66，033（55，376）百万円の内数、

補助率：3/10】

３．過密化した森林の適切な整備の推進

（育成林整備事業の拡充）

施業が放棄され間伐遅れとなり過密化した森林について、適切な森林整備

が実施されるよう措置します。

育成林整備事業 36,376（28,711）百万円の内数、補助率：3/10】【

４．多様な森林整備を推進するための林道整備の効率化

（森林環境保全整備事業等の拡充）

揮発油税の一般財源化に伴い、農林漁業用揮発油税財源身替林道整備事業

を廃止し、森林環境保全整備事業及び森林居住環境整備事業により峰越連絡

林道の開設及び林道の舗装を実施します。

【森林環境保全整備事業等 66，033（55，376）百万円の内数、

補助率50/100,1/3等】




